
2011年 冬季賞与支給結果（最終集計） 
 
 

2.

〔最終集計－2011年12月26日〕 

（表１） 県内企業の2011年冬季賞与・一時金支給結果［単純平均］ 

（社）　　　　　　　　 （円）　　　　　　　   （円）　　　　　　（％） 
社数  前年同期比 業　　　　種 

繊 維  
印 刷  
化 学  
プラスチック製品 
鉄鋼・非鉄金属  
金 属 製 品  
一 般 機 械 器 具  
電気機械・電子部品 
輸送用機械器具  
そ の 他 製 造 業  
建 設 業 
電 気 ・ ガ ス  
運 輸 ・ 倉 庫  
情報ｻｰﾋﾞｽ・通信 
卸 ・ 小 売  
金 融 ・ 保 険  
サービス業・その他 
 
総 平 均  
 
製 造 業 平 均  
 
非 製 造 業 平 均  

総 平 均  
 
製 造 業 平 均  
 
非 製 造 業 平 均  

（注）

支給額　　　 
2011年 冬季 

支給額 
2010年 冬季 

165社単純平均721,507円、 
　　昨冬の調査比プラス3.78％ 

全国大手 

（社）富山県経営者協会 

〔最終集計－2011年12月21日〕 

 

（表２）全国大手企業の2011年冬季賞与妥結結果［単純平均］ 

（注）

2011年 冬季 2010年 冬季 

（社）日本経済団体連合会 

 
（社） （円） 社数 （社） 社数 妥結額 （円） 妥結額 

前年同期比 
（％） 

695,217
(774,654)

681,219
(752,870)

766,761
(839,092)

165

140

25

165

138

27

1.
前年比プラス4.17％、 
　　　　 2年連続の増加 

県内 

721,507
(802,701)

714,318
(798,097)

761,766
(818,238)

①調査対象は主要21業種・大手248社。東証一部上場、従業員500人以上が原則。 
　「2010年冬季」は前年の本調査の最終集計結果である。
②平均欄の上段は１社当たりの単純平均、下段の(   )内は対象者数を勘案した加 
　重平均である。 

業 　　  種

 3.78
( 3.62)

△0.65
(     )△2.49

 4.86
( 6.01)

－
320,240

621,367

328,474

545,640

391,564

443,092

391,975

486,295

460,031

312,725

839,731

361,526

608,223

444,408

－
380,982

－
324,565

609,114

359,220

494,430

359,975

364,174

343,411

403,997

454,702

333,984

838,829

351,313

579,573

440,143

－
390,041

－
△1.33

2.01

△8.56

10.36

8.78

21.67

14.14

20.37

1.17

△6.37

0.11

2.91

4.94

0.97

－
△2.32

1

3

12

5

3

4

9

8

5

6

8

3

11

8

10

1

10

107

56

51

452,070
(511,803)

458,535
(487,161)

444,971
(541,817)

433,969
(470,395)

425,096
(408,751)

443,712
(545,682)

①調査対象は439社、うち集計可能な回答のあった107社の数値である。
　 「2010年冬季」は今回回答のあった企業の前年同期の数値である。
②平均欄の上段は１社当たりの単純平均、下段の(   )内は対象者数を勘案した加 
　重平均である。
③当該業種１社のみの回答の場合は数字を伏せているが、平均には含む。
④前年同期比の△印はマイナスを示す。

調査報告  調査報告  

　富山経協は12月26日、「2011年冬季賞与支給
結果」（単純平均・最終集計）をまとめた。集計
可能な　　　　　　　　　　　　　　　今回回
答のあった企業の昨冬の妥結額（433,969円）と
比べると、金額で18,101円増加し、増減率でプラ
ス
　特に製造業では前年比プラス　　　　　　　
いるが、これは「一般機械」「輸送用機械」など
リーマンショック後の減額幅が大きかった業種で
の回復によると見られる。全般的には東日本大
震災や、タイの洪水、円高など、企業を取り巻
く厳しい環境の影響はあまり感じられないが、
業種や企業によっては前年比マイナスのところ
もあり、また総平均でもリーマンショック前の50

万円台には回復していないのが実情である。

　日本経団連が12月21日に取りまとめた「2011年
冬季賞与妥結結果」（単純平均・最終集計）によ
ると、調査対象の全国大手企業（主要21業種、大
手248社）のうち、集計可能165社の妥結額平均は
721,507円で、2010年冬の最終妥結実績（165社、
平均　　　　　と比べると、金額で26,290円増加
し、増減率でプラス　　　　　　　　　　（表２）

695,217円） 

107社の妥結額平均は 452,070円で、 

7.87％となって 
4.17％となっている。 

（表１） 

3.78％となっている。 

 4.17
( 8.80)

0.28
(     )△0.71

 7.87
(19.18)
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